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が
一
定
基
準
以
下
の
と
き
に
は
、
国

保
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

※
高
額
療
養
費
制
度
は
、
医
療
機
関

や
薬
局
の
窓
口
で
支
払
っ
た
額
が
、

暦
月（
月
の
初
め
か
ら
終
わ
り
ま
で
）

で
一
定
額（
自
己
負
担
限
度
額
）を

超
え
た
場
合
に
、
そ
の
超
え
た
金
額

が
後
日
支
給
さ
れ
る
制
度
で
す
。

保
険
証
の
再
交
付
に
は

１
週
間
か
か
り
ま
す

　

保
険
証
を
紛
失
し
て
し
ま
っ
た
と

き
は
、
町
民
生
活
課
窓
口
で
再
交
付

手
続
き
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
保
険
証
が
再
交
付
さ
れ
る
ま

で
に
は
１
週
間
ほ
ど
か
か
り
ま
す
。

　

再
交
付
申
請
の
際
に
引
換
書
を
お

渡
し
し
、
１
週
間
後
に
保
険
証
と
引

換
書
を
交
換
し
ま
す
。
申
請
か
ら
再

交
付
ま
で
の
間
に
医
療
機
関
に
か
か

り
た
い
場
合
は
、
申
請
者
が
国
保
の

加
入
者
で
あ
る
証
明
書
を
お
渡
し
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
の
で
、
窓
口
に

申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
保
険
証
の
再
交
付
申
請
に

は
、
印
鑑
が
必
要
に
な
り
ま
す
の
で
、

必
ず
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

町
民
生
活
課　

国
保
年
金
係

☎（
62
）２
１
１
４

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
が
決
定
し
ま
し
た

国
民
健
康
保
険
税（
以
下
、
国
保
税
）は
、
皆
さ
ん
が
病
気
や
け
が
を
し
た
と
き

病
院
で
の
医
療
費
や
保
険
の
給
付
に
充
て
ら
れ
ま
す
。。

国
保
税
は
国
民
健
康
保
険（
以
下
、
国
保
）制
度
を
支
え
る
大
切
な
財
源
で
す
。

今
年
度
の
国
保
税
率
が
決
定
し
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

国
保
税
の
納
税
義
務
者

は
世
帯
主
で
す

　

国
保
は
、
扶
養
の
概
念
が
な
く
、

世
帯
単
位
で
加
入
し
ま
す
。
世
帯
主

が
国
保
に
加
入
し
て
い
な
い
場
合
で

も
、
納
税
義
務
者
は
世
帯
主（
※
擬

制
世
帯
主
）と
な
り
ま
す
。
国
保
に

関
連
す
る
通
知
な
ど
も
世
帯
主
あ
て

に
発
送
さ
れ
ま
す
。

※
国
保
被
保
険
者
の
属
す
る
世
帯
で
、

世
帯
主
が
国
保
未
加
入
の
場
合
が
あ

り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
世
帯
を
「
擬

制
世
帯
」
と
い
い
、
世
帯
主
を
「
擬

制
世
帯
主
」
と
い
い
ま
す
。

所
得
の
申
告
を

忘
れ
ず
に
！

　

国
保
税
の
決
定
や
軽
減
、
入
院
時

の
食
事
代
、
※
高
額
療
養
費
の
算
出

に
あ
た
っ
て
は
、
国
保
加
入
者（
擬

制
世
帯
主
を
含
む
）全
員
の
所
得
申

告
が
必
要
で
す
。

　

高
額
療
養
費
は
世
帯
単
位
で
計
算

さ
れ
ま
す
の
で
、
国
保
加
入
者
の
中

に
１
人
で
も
未
申
告
の
人
が
い
る
と

上
位
所
得
者
に
み
な
さ
れ
て
計
算
さ

れ
ま
す
。
申
告
を
し
て
い
な
い
人
が

い
る
世
帯
は
必
ず
申
告
を
し
て
く
だ

さ
い
。
な
お
、
世
帯
の
所
得
合
計
額

令和２年度国民健康保険税率表

課税方法 医療保険分 後期高齢者
支援分 介護保険分

①所得割額
国保加入者の令和元年中の基
準総所得金額に対し、右の割
合を乗じた金額

7.18％
（7.64％）

2.45％
（2.56％）

2.63％
（2.33％）

②均等割額 国保加入者１人ごとに課税される金額
25,600 円

（27,200 円）
8,600 円

（9,000 円）
11,300 円

（10,300 円）

③平等割額 １世帯ごとに課税される金額
19,000 円

（20,800 円）
6,400 円

（6,900 円）
5,800 円

（5,300 円）

※「基準総所得金額」とは、令和元年中の総所得金額の合計額から 33 万円（基礎控除）を控除した
　金額をいいます。
※国保税額の算定方法・・・世帯内の国保加入者の所得割額、均等割額、平等割額（世帯）の合計
　が世帯での国保税額になります。また、加入者の年齢によって課税される区分が変わります。

40 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分

40歳以上 65 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分＋介護保険分

65歳以上 75 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分＋介護保険料（※）

※ 65 歳以上の人の場合、介護保険料は国保税には含まず別に納めます。納付は原則として年金か
　ら天引きとなります。

※（　）内は令和元年度の税率国保や健康保険の加入・脱退手続きはお早めに！
　退職などで今まで加入していた健康保険の資格を喪失したり、新たに就職先で健康保険
に加入した際は、国保の加入・脱退の手続きが必要です。加入の手続きが遅れると国保に
加入した月までさかのぼって保険料を納めていただくことになります。また、脱退の手続
きが遅れると国保に加入し続けている状態になり職場の健康保険と国保の保険料を二重に
支払ってしまう場合があります。異動があったその日から 14 日以内に届け出を行ってく
ださい。

国保に加入するとき 国保をやめるとき
○転入
○職場の健康保険などをやめた
○子どもが生まれた
○生活保護を受けなくなった

国保加入に必要なもの
◇健康保険資格喪失証明書、退職証明書
◇印鑑
◇マイナンバーがわかるもの

○転出
○職場の健康保険などへ加入した
○国保加入者が死亡した
○生活保護を受け始めた

国保脱退に必要なもの
◇社会保険証（社会保険に加入した全員分）
◇国保の保険証
◇印鑑
◇マイナンバーがわかるもの

ＦＡＱ　よくある質問

辞めた会社から資格喪失証明書が届かず、14 日以
内に手続きができない場合はどうすればいいので
しょうか？

国民健康保険は必ず入る必要がありますか？ 退職後に次の就職先が決まり、健康保険に加
入することになりましたが、国保加入の届け
出は必要ですか？

Ｑ１

Ａ１

Ｑ２

Ａ２

Ｑ３

Ａ３

日本では誰もが安心して医療を受けられるよう、全
ての人が医療保険に入ります（国民皆保険制度）。
職場の健康保険や後期高齢者医療制度の対象の人な
ど他の医療保険に加入している人、生活保護を受け
ている人以外は国民健康保険に加入する必要があり
ます。

理由があれば 14 日を過ぎた場合でも手続きはでき
ますので、証明書が届き次第、速やかに届け出をし
てください。その場合、国保の加入日は届け出をし
た日ではなく、健康保険の喪失日までさかのぼって
加入することになります。

健康保険の加入期間には空白の期間はありま
せん。退職後、新たな健康保険に加入するま
でに１日でも空く場合には手続きが必要にな
ります。


